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１．はじめに
　近年，様々なビジネス領域において，企業対企業の取引関係ではなく複数の
企業間での取引関係が重視される傾向にある。そうした取引は，単に直接的な
当事者が影響しあうだけの「相互型」ではなく，当該取引に伴うサプライヤー，
チャネルパートナー，顧客の顧客先までもが様々なかたちで影響しあう「ネッ
トワーク型」という特徴を有している。取引の有効性やそこから生み出される
価値は，取引の当事者だけではなく取引に何らかの関係を有する複数のプレー
ヤーたちによって，大きく左右されるのである。新しいマーケティングのス
テージとして注目されているマーケティング3.0においても，似通った価値や
欲求を持つ経済主体の協働活動の重要性を訴えている（Kotler and Kartajaya, 
and Setiawan 2010）。
　マーケティング分野における企業間の結びつきや取引関係は，主としてリ
レーションシップ研究で取り組まれてきた。このテーマに関する研究はすでに
膨大な蓄積があり，代表的な研究としては，Morgan and Hunt（1994），Can-
non and Homburg（2001），Palmatier et al.（2006）などが知られている。し
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かしながら，複数の企業が関わるネットワーク型取引関係を扱った研究は少な
く，ビジネス・ネットワークの一部として２社間のリレーションシップを論じ
たAnderson, Håkansson, and Johanson（1994）の研究や，ビジネス・ネット
ワーク・コネクションがリレーションシップ価値へ及ぼす影響について分析を
試みたBlankenburg Holm, Eriksson, and Johanson（1999）の研究が知られて
いる程度である。我々は，第一の問題意識として，ネットワーク型取引が繰り
返し行われている組織では，顧客がどのようなニーズを抱き，どのような提供
物を求めているのだろうか，という点について考えた。
　取引関係をマーケティング視点で考察するうえで，我々はもう一つの鍵概念
として価値に注目した。売り手と買い手の取引を通じて，いかにして顧客価値
が創出されるのかについて，様々な考察がなされている（Grönroos 1997; 
Ulaga and Eggert 2006a）。具体的には，価値創造の考察において，コストと
ベネフィットという概念を持ち出し，二つの構成概念のトレードオフとして価
値が定義されている。ベネフィットは，製品の機能や付随するサービスなどで
構成され，コストは，購入価格や調達にかかわる費用などで構成されている。
ベネフィットとコストからならる価値構造モデルをもとに，リレーションシッ
プのライフサイクルを考慮したモデル（Eggert, Ulaga, and Schultz 2006）や
サプライヤー属性を組み入れたモデル（Cannon and Homburg 2001）などが
提唱されている。同時に，提供価値の種類や分類にまで研究の光があてられる
ようになっている。例えば，Khalifa（2004）は，顧客価値に関する先行研究
を徹底的にレビューし，顧客価値の分類，カテゴリー化および統合化を試みて
いる。
　しかし多くの場合，価値の分類や整理は平面的に取り組まれており，長期的
価値，短期的価値といった時間軸を取り入れての価値研究はほとんど試みられ
ていない。そこで我々は，第二の問題意識として，長期的価値と短期的価値が
存在している場合，顧客の意思決定にどのような影響を及ぼしているのだろう
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か，という点について考えた。
　以上のような二つの問題意識にもとづき，我々は空調という設備機器に注目
した。空調設備機器は，電力をエネルギー源とする電気式と，ガスをエネルギー
源にするガス式に大別することができ，それぞれ異なるベネフィットとコスト
を有している。そして，ベネフィットには，電力のピークカットによる節電効
果，設置上のフレキシビリティ，軽量，コンパクトさ，承認プロセスの容易さ
などが挙げられ，コストには，設備導入時の初期投資，メンテナンスや修理に
かかる費用，買い替えサイクルが影響する費用などが挙げられる。これらのコ
ストやベネフィットは，取引当事者が知覚する短期的価値や長期的価値に直接
結びついている。この設備機器は，売り手と買い手という取引当事者に加えて，
いくつかの主要プレーヤーが取引にかかわっており，まさにネットワーク型取
引が実施されている。我々が抱いた問題意識の構造を解明するうえで，空調と
いう製品は最も適する製品の一つであるといえる。
　我々は空調の主要プレーヤーの一つである大手ガス会社３社とともに６回に
渡るディスカッションを重ね，さらに空調のユーザーである企業および大学に
対してヒヤリングを試みた。その結果，ビジネス・ネットワークの構造や顧客
の知覚価値を浮き彫りにし，４つの命題を導き出すことに成功した。
２．天然ガスを用いた空調設備品の特徴
　インタビュー調査に関する内容に入る前に，空調設備品についての理解を深
めておく必要がある。本章では，空調設備品を取り巻く環境の変化としてエネ
ルギー問題を取り上げ，問題解決の手段としてのガス空調の可能性について論
じる。そして，ガス空調の特徴と製品ベネフィットについて解説をおこなう。
２－１．空調設備品をとりまく環境の変化
　東日本大震災にともなう原発事故とその後の電力不足は，国民生活のみなら
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ず，産業活動にも大きな影響を及ぼした。震災直後の2011年３月には，東京電
力および東北電力管内で輪番停電が実施され，対象地域の企業は夜間や休日の
操業で急場をしのぐ対応を余儀なくされた⑴。同年７月になると，電力使用量
がピークを迎える夏場に備え，一歩踏み込んだ措置が政府によって講じられ
た。大停電を回避するため，大口の利用顧客である大規模工場や商業施設，オ
フィス・ビルを対象に，最大電力を2010年夏より15％削減するよう求める強制
措置，いわゆる電力使用制限令が，東京電力と東北電力の管内で発動されたの
である⑵。戦後初めてとも言える国家的な危機を経験したことで，エネルギー
問題がわが国にとって重要な社会的課題であることを，震災を通じて身を持っ
て認識させられた。
　政府は2014年４月11日に「エネルギー基本計画」を閣議決定し，原子力発電
を「重要なベースロード電源」と位置付け，安全が確認された原発から再稼働
する方針を明らかにした⑶。しかしながら，原子力や石炭，水力などの電源別
構成比率は具体的に明示されておらず，再稼動には国民の反発も予想されるこ
とから，当面は電力事情が厳しい状況であることに変わりはない。2014年に震
災後４回目の夏を向かえるが，原発ゼロの前提では，依然として東日本と西日
本の電力会社で電力を融通し合うぎりぎりの調整が続く見込みである⑷。
　今日のように多くの企業が同じタイミングで大量の電力を消費していると，
それに合わせて電力会社はインフラを整備しなくてはならない。
　エネルギー問題の解決に向けて企業がまず取り組まなくてはならないのは，
電力使用量のピークを抑えることである。必要とされる発電所の規模と数は，
最大電力使用量をもとに試算されるためである。図表１は，夏のピーク時にお
けるオフィスや店舗における電力消費の比率を示したものである。一般的なオ
フィスや小売店で，空調によって消費される電力が48％と，最も大きな割合を
占めていることがわかる。空調の使用電力量を大きく抑えることができれば，
効率よく電力のピークカットを実現することが可能となる。次に，企業は多様
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なエネルギー源を活用し，リスクを分散させることを中長期的な目標としなく
てはならない。今回の震災では，電力供給を大規模少数の発電所に依存し，単
一のエネルギーへ極度に依存してきたことの危険性が露呈された。環境面，エ
ネルギーセキュリティ面を考慮した場合，代替エネルギーとしての天然ガスが
有望視されている（恩藏・芳賀・安藤・外川，2013）。我々は，電力使用量のピー
ク削減と，エネルギーの多様性を同時にかなえる手段として，天然ガス空調（以
下，単にガス空調と表記）の持つ可能性に注目した。
２－２．ガス空調の特徴と製品ベネフィット
　一般的なオフィス・ビルや商業施設では，夏季の昼に冷房による電力消費の
ピークをむかえる。前述したとおり，電力問題をかかえる我が国では，ピーク
時の電力量を減らすことが企業に求められている。大阪ガス株式会社による
と，ピーク時の電力使用量を減らすためには，以下に述べる４つの手法があ
る⑸。１つ目は，夏季にオフィスや商業施設の冷房設定温度を上げて，電力使
用量を減らす「電力のセーブ」である。ただし，適正温度を超えた高い温度で
の設定は，顧客や従業員の快適性が犠牲となってしまう。２つ目は，電力需要
図表１　夏のピーク時における電力消費の比率（左：一般的なオフィス，右：食品・スー
パーを除く卸・小売店）
出典：資源エネルギー庁（2011）pp.14-15
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の少ない夜間や休日に，工場やオフィスを稼働させる「電力のシフト」である。
しかし，これは従業員や社会への負担が大きいという問題があり，震災直後の
輪番操業でも問題視された。３つ目は，天然ガスに代表される電力以外の代替
エネルギーを使うことで電力の使用量を大幅に削減する「電力のチェンジ」で
ある。最後に４つ目の手法は，空調機器自ら電力を作りだす「発電」である。
ガス空調は，電力にかわる代替エネルギーとして天然ガスを用いるため，顧客
や従業員，社会に対して負担や調整を強いる「電力のセーブ」と「電力のシフ
ト」という手段を用いることなく，相対的に見て負担の少ないピークカット，
すなわち「電力のチェンジ」を行うことができる。また，ガス空調機器の最新
モデルでは，４つ目の「発電」も行うことができるため，ピークカット効果の
期待できる魅力的な空調方式といえる。ガス空調のもたらす，ピークカット効
果を理解するためには，まず，空調のメカニズムと電気空調とガス空調の違い
を理解しなくてはならない。
　ビルや商業施設の冷暖房システムは，電気空調かガス空調かの違いに関わら
ず，建物の規模などによって「個別分散方式」か「セントラル方式」のいずれ
かが選択される。一般的に，中小規模の店舗やオフィス・ビルでは個別分散方
式のシステムが多く，大規模のオフィス・ビルや商業施設になるとセントラル
方式が主流である（大阪ガス株式会社，スマートジャパン，2013）。
　個別分散方式においては，冷媒を圧縮するためのコンプレッサーを動かす動
力源として，電気式モーターか，ガス・エンジンかが選択される。前者を電気
空調，後者をガス空調と呼ぶ。ガス空調の場合，ファンなどの補機類以外には
電気を使わないため，運転中の電力消費量は電気空調と比較してごくわずかと
なる。また，室温に合わせてエンジン回転数を最適制御するインバータ技術が
用いられるため，省エネルギー運転が可能となっている。さらに，運転時にガ
ス・エンジンから発生する廃熱を回収し利用することから暖房時の立ち上がり
が早いといわれている⑹。ガス空調のしくみは図表３に示すとおりである。大
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阪ガス株式会社の試算によると，ガス空調の消費電力は，20馬力相当の標準的
なシステムで約100Wとごくわずかであり，同程度の電気空調と比較して100
分の１程度で済む⑺。前述したとおり，空調がビル全体の消費電力に占める割
合が大きいため，電気空調からガス空調に変更することで，ビルの消費電力の
ピークを約30％削減する効果を生む（大阪ガス株式会社，スマートジャパン，
2013）。ガス空調が持つピークカット効果を図式化したのが，図表２である。
使用電力の平準化がなされていることが理解できる。
　また，最新モデルでは冷暖房時のエンジン余力を用いて発電を行い，さらに
約２～４kW/ 台の電気を建物に送電する画期的なガス空調も商品化されてい
る。こうしたガス空調を利用することにより冷暖房中は常時発電することがで
きるので，契約電力のピークカットに貢献できる。すなわち，上述したピーク
カットの４つ目の手法を実現できるのである。経済的な効果が大きく，年間ラ
ンニングコストは標準的なガス空調（GHP）と比較しても約13％も低く抑え
られる⑻。停電時に空調運転を続けることができるばかりでなく，建物に電力
図表２　ガス冷暖房の電力ピークカットイメージ
出典：大阪ガス株式会社，スマートジャパン（2012），p.6
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を送ることができるため，最新式ガス空調は企業の事業継続計画（BCP）の視
点からも注目を浴びている。
　ガス空調はCO2削減の効果も期待できる。延床面積5,000m2，空調容量200馬
力という標準的な条件における CO2排出量は，電気空調で92t-CO2/ 年なのに
対し，ガス空調（GHP）では76t-CO2/ 年と，約13％が削減される。さらに最
新モデルのガス空調を用いれば，68t-CO2/ 年となり26％まで削減が可能とな
る⑼。
　ガス空調には，ガス・エンジンでコンプレッサーを回し，ヒートポンプ運転
するガスヒートポンプ（GHP）と呼ばれる空調システムとは別に，ナチュラ
ルチラーと呼ばれるガス吸収冷温水機も含まれる（図表３参照）。このタイプ
のガス空調も節電効果に優れ，電気式の空冷チラーと比べ，約90％もの電気消
費量を削減できる。さらに，「水」を冷媒とするため，温室効果ガスとして問
題となっているフロンを使用しないという点でより環境にやさしい空調システ
ムといえる⑽。本論文では，断りのない限り，天然ガスを動力源とするガスヒー
トポンプ（GHP）式の空調およびナチュラルチラー式の空調を含めて「ガス
空調」と呼ぶこととする。（しかし，プロパンガスを用いるタイプの空調機器
は今回の対象から除外した。）
　以上をまとめると，ガス空調は電力ピークカットを通じて社会的価値を提供
できる製品であり，顧客企業に空調を通じた電力のピークカット効果，CO2排
出量削減，災害時の事業継続，温室効果ガス削減といったベネフィットをもた
らす。
２－３．ガス空調の社会的意義
　顧客企業１社が電気空調からガス空調へ変更してもその効果は限定的だが，
多くの企業が変更した場合の効果は少なくない。日本ガス協会がおこなった試
算によると，ガス空調の全国累積導入による電力ピークカット効果は約1,200
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図表３　ガス・ヒートポンプ（上）とナチュラルチラー（下）の仕組み
出典：大阪ガスホームページ（上），東京ガスホームページ（下）より
⑾
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万 kWに相当し，もしガス空調シェアを現状の25％から50％へ倍増できれば，
さらに1,200万 kWの効果を生むと考えられている（大阪ガス2012）。新たに創
出されるピークカット効果は，100万 kW出力の大型火力発電所の約12基分に
相当する。
　こうした事実から，ガス空調の持つ潜在性の高さに多くの期待が寄せられて
いる。例えば，日本サステナブル建築協会（2011）は，震災直後の2011年５月，
差し迫る電力不足に対処するため，「系統電力以外のエネルギーに代替できる
機器（ガス式冷房，太陽光発電設備など）の導入が間に合う建物では，代替機
器の採用を検討」すべきである，という緊急提言を行っている。また，経済産
業省（2012）は2012年７月に同様の趣旨で，空調は「電気以外の方式（ガス方
式等）の空調熱源を保有している場合は優先運転をする」という推奨をおこ
なっている。
　資源エネルギー庁はまた，震災後の逼迫した電力需給の問題に対する反省か
ら，省エネ法を改正した。従来からのエネルギー使用の合理化に加え，電力需
給バランスを意識した（すなわち，ピーク対策などの時間の概念を含んだ）エ
ネルギー管理を強化する内容となっている。中でも，空調に関わる最も大きな
変更箇所は，「電気の需要の平準化の推進（2014年４月１日施行）」である。代
表的なものに，（1）需要の平準化の必要な時期を全国一律で夏期（７～９月）
と冬期（12月～３月）の８時から22時までとし，（2）需要の平準化に資する措
置に関する事業者の指針を策定した点が含まれている。後者は，「空気調和設
備等の熱源の変更」の項目内に「ガスヒートポンプ，吸収式冷温水機等の燃料
を消費する設備や廃熱投入形吸収式冷温水機の廃熱を有効利用した熱源設備の
導入を検討すること」（原文ママ）と，ガス空調の使用を推奨する内容が具体
的に明記されている（資源エネルギー庁，2014）。
　以上から，天然ガスを用いたガス空調の普及は，消費電力の削減により発電
所の数を減らせることができるため，ガス空調システムを広く普及させること
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は社会的に意義が大きいと考える。このような背景から，早稲田大学マーケ
ティング・コミュニケーション研究所と大手ガス会社３社（東京ガス株式会社，
大阪ガス株式会社，東邦ガス株式会社）は，天然ガスを用いた空調に関する研
究会を2013年度より開始した。
３．顧客の求める価値
３－１．インタビュー調査の概要
　早稲田大学マーケティング・コミュニケーション研究所は，東京ガス株式会
社，大阪ガス株式会社，東邦ガス株式会社に対するインタビュー調査を実施す
るとともに，これら３社との共同研究活動の一環としてガス空調の顧客に対す
るインタビュー調査をおこなった。空調方式の選択に責任ある立場の担当者，
あるいは購買責任者（５名）に対してインタビューを実施した。対象となった
被験者の特徴は図表４に示すとおりである。調査は2013年度下半期中に５回，
早稲田大学で実施された。ガス会社３社に対しては，共同研究者ということも
あり，必要に応じて上記調査実施日の中でおこなわれた。
図表４　インタビュー回答者一覧
企業・団体 事業内容
回答者属性
部　署 役　職
東京ガス株式会社
大阪ガス株式会社
東邦ガス株式会社
ガスの製造・供給
および販売など
営業部，企画部 一般・マネジャー
A大学 総合大学 キャンパス企画部 一般
B社 家電量販売 管理本部 経営幹部
C社 ホームセンター 店舗設計部 マネジャー
D社 スーパー 店舗設計部 一般
E社 GMS 施設管理グループ マネジャー
出典：筆者作成
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　調査は，研究チームとの半構造化面談形式で行われた。まず，空調方式の「選
定基準」や「購買方針」「空調導入の取り組み」について被験者に30分程度説
明してもらい，その後，質疑応答がなされた。なお，質疑応答時の各社（校）
に対する共通質問項目として，「空調方式の年代的変遷」「電気／ガス空調の長
所・短所」「意思決定に関わるプレーヤー」「空調方式選択に影響を及ぼす要因」
が含まれた。インタビューの時間は，説明と質疑応答を含めて約90分を要した。
結果から，「空調の選択基準」，「電気／ガス空調の長所と短所」，「空調方式の
年代的変遷と購買方針の変化」が明らかとなった。
３－２．空調の選択基準
　インタビュー内容を分析した結果，設備空調の選択基準として以下に示す５
つの項目が特定された。
品質と性能
　品質や性能は，空調方式を選択する際の大きな判断材料となってきた。とこ
ろが，最近の傾向として，空調方式の違いによる品質や性能の差が少なくなっ
てきたことが，調査を通じて示された。
　かつて，ガス空調は品質問題に苦労した時代があった。例えば，E社は「エ
ンジンオイル漏れや，夏場のエンジン故障で苦労したイメージがある」と述べ
ている。ところが，ガス空調に対する評価は最近変わってきている。「（ガス空
調の）品質は以前と比べて格段に改善されており，機能上の問題は感じていな
い（B 社）」「『GHP（ガス空調）の方が，品質トラブルが多い』という感覚は
ない（D社）」「現在，品質は向上し，故障率で見ても EHP（電気空調）と変
わらないレベルになった（E 社）」などというコメントに見られるように，品
質面での差異は知覚されていない。しかしながら，「ガス空調の古いものは壊
れやすい印象がまだある（B 社）」というように，古い機種を使い続けている
顧客には，まだガス空調が品質で劣るという印象が残っている。
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　性能面については，インタビューを通じて優劣が問題視されることはほとん
どなかった。一部，コメントとして「電気空調の方が操作性，エネルギー伝達
性，安全性に勝る（A大学）」「冬季の暖房の立ち上がりの速さはガス空調が
優れている（C社）」が挙がった程度である。
メンテナンス
　メンテナンスは，重要な選択基準として認識されている。空調の故障は店舗
の営業活動に大きく影響するからである。メンテナンスの評価軸は，大きく「故
障時の対応の速さ」と「修理のために発生する費用」「メンテナンス契約の形
態」に大別される。代表的なコメントは次に示すとおりである。「故障時に，
メンテナンス会社のレスポンスが悪いと，空調方式自体の印象の悪さにつなが
る（B社）」「GHP（ガス空調）は，エンジンが故障すると費用が膨大になる（D
社）」「メンテナンス契約が曖昧なのは困る（E 社）」などである。ガス空調の
メンテナンス契約の形態は，近年充実してきているが，上記コメントが見られ
た。
経済性
　顧客企業は，初期投資，ランニングコスト，補助金などを加味して総合的に
経済性評価を行い，空調方式を選択している。とりわけ，電気料金はピーク時
の電力使用量をもとに設定されるため，各企業とも消費電力の少ないガス空調
を節電と安定供給のバランスを見ながら組み合わせている。例えば，A大学
や E社は，特別高圧受電回避の手段としてガス空調を位置づけている。また，
補助金については，積極的に利用する企業がある一方で，「補助金制度は知っ
ているが，オーナーの承認手続きが必要だったりするなど，その煩雑さから敷
居が高いのが現状である（D社）」との指摘もあった。初期費用とランニング
コストに関するコメントについては後述する。
立地条件，設置条件
　顧客企業は，施設の規模や用途に応じて空調方式の使い分けを行っている。
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例えば，A大学では，建築規模が10,000m2以上の場合には中央熱源の空調を選
択し，利用時間が一定でない研究室などでは，個別熱源を選択している。また，
休暇期間中に利用率の低い校舎に対してはガス空調にメリットがあることを強
調していた。また E社は，開かれた空間にはターボ式の電気空調，あるいは
ナチュラルチラー方式のガス空調を用い，飲食店などの狭く，閉じられた空間
にはガス空調を用いている。
　建物の立地条件も空調設備の選択に大きく影響を及ぼすが，実際の意思決定
においては三つの重要な選択傾向が示された。第一に，ガス管が敷設されてい
ない地域では，都市ガス方式のガス空調は利用できないため，電気空調あるい
はプロパンガス方式のガス空調が選択される。B社では，都市ガス・インフラ
の整備された地域を中心に，ガス空調の採用が進んでいる。第二に，都市ガス・
インフラの整備された都市部でも，設置条件によっては電気空調が選ばれるこ
とがある。例えば，D社は，都心部のマンションの１階を店舗として利用する
場合，ガス空調が設置できるスペースを確保することが難しいため，やむを得
ず電気空調を採用すると述べている。最後に，屋根の強度が不足している場合，
重量のあるガス空調の設置が難しいことがある。D社によると「もともと電気
空調を採用していた店舗でガス空調への変更を検討したことがある。スペース
の問題から屋根にガス空調を設置しなければならなかったが，建物を設計した
時にガス空調の設置を想定していなかったので，屋根の強度が足りず変更を断
念せざるを得なかった。」。
環境性
　環境性も空調方式選択の基準となる。「環境性」を示すキーワードとして，
周辺環境への負荷，CO2排出量，消費電力，フロンガスなどが挙げられる。例
えばA大学は，「大学は社会性が高いため新しい校舎を建設する際は，特に周
辺地域への影響に気を使っている。空調方式を選定する場合も，作動音に代表
される周辺環境への影響をできるだけ少ないものを選ぶ様に心がけている。環
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境性は，経済性，フレキシビリティと並んで重要な基準のひとつである」と述
べている。また，B 社と E社は CO2排出量が空調方式の選択に大きな影響を
及ぼしてきたと述べている。E 社では，CO2排出量の多さから，1990年代から
2000年代にかけて重油式の空調を採用しなくなった経緯がある。また，温暖化
ガスのひとつとして知られるフロンガスについても，空調全体が抱える問題と
して指摘されている。E 社のマネジャーは，「今後フロンガスに関する厳しい
規制が出てくるはず。ナチュラルチラータイプの空調は救世主になると思う」
と発言しており，冷媒としてフロンガスを用いないナチュラルチラー方式のガ
ス空調に将来の期待を寄せている。
将来性
　空調方式は，過去にエネルギー市況の変化や法改正に大きく影響を受けてき
た（この点に関しては，３－４にて詳しく説明する）。そのため，顧客企業は，
エネルギー政策や市況の今後の展望に注意を払っている。とりわけ，東日本大
震災によるエネルギー危機から３年を経た現在においてもエネルギー政策に関
する国の具体的方針が定まらないため，シェールガス革命によってもたらされ
るとされるコスト・メリットから，ガス空調の将来性に大きな期待が高まって
いる。例えば，「（ガス）燃料価格が低価格で安定しており，かつ，シェールガ
ス革命の恩恵など，将来的な明るい見通しもある。一方の電気の方は原発の問
題などで先が読めない（C社）」「将来的にはシェールガス革命の恩恵を受けた
いと考えている（D社）」といった声が挙がっている。
３－３．電気／ガス空調の長所と短所
　顧客企業が知覚する各空調方式の長所と短所について，インタビュー結果を
もとに要約してみた。
　もっとも多く議論に時間が費やされたのは，コストに関わる内容であった。
ガス空調は初期投資を多く必要とするが，低燃料価格によってランニングコス
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トが低く抑えられるため，長い目でみるとコスト・メリットがある，というの
が顧客企業の一般的な見方であった。これは，B社の「初期投資額は長くとも
５年で回収でき，店舗は10年前後存続できるので，（コストだけで判断すると）
ガス空調を選択することは合理的な判断である」という発言にあらわされてい
る。また，ピークカットによって電気の基本料金が抑えられる，という利点を
強調する声も多くあった。同じガス空調でもプロパンガス方式の空調は，天然
ガス方式と比較して燃料によるコスト・メリットは低いと見られている。
　一方，多くの顧客たちは電気空調にメンテナンスの側面で利点がある，と知
覚している。ガス空調は製品品質も向上し，メンテナンス契約の形態も充実し
てきている。にもかかわらず，メンテナンスで優劣に差があるのは，製品構造
上の理由によるところが大きい。ガス空調には，重要部品としてコンプレッ
サーを動かすためのエンジンがあり，そのため構造も大がかりなものとなって
いる。例えば，C社は「電気空調で重要部品が故障した場合は，室外機ごと交
換が可能だが，ガス空調はそう簡単にいかない」と印象を述べている。E社も
「（かつては曖昧だった）メンテナンスの基準も明確となり，改善は進んでいる
ものの，依然としてEHP（電気空調）優位の印象である」と同様の意見を持っ
ている。
　続いて，立地条件はガス空調にとって無視できない外部環境要因である。い
くらガス空調の方が商品性に優れていて顧客がガス式を選択したいと希望して
も，都市ガス・インフラが整備されていなければ設置することはできない。ま
た，前述のとおり，ガス空調は設置スペースと足場の強度が確保されなければ
ならないため，立地条件に対するフレキシビリティという点では電気空調が優
位である。
　最後に，エネルギー視点から捉えた今後の展望は，シェールガス革命によっ
てもたらされる将来性からガス空調の方に利点があるといえる。以上の長所と
短所を表にまとめると，図表５のようになる。
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３－４．空調方式の年代的変遷と購買方針の変化
　選択される空調方式は，時代とともにどのように変遷してきたのだろうか。
傾向をまとめると次のようになる。
1990年代
　この年代は，現在と比較すると燃料価格が低く，インフラの整備も進んだこ
とから，重油方式，ガス方式（プロパンガス，天然ガス），電気方式の中から
空調方式を選択することができた。例えば，E社は当時３方式をそれぞれ同じ
割合で採用していた。優遇税制も後押しし，安価なプロパンガスを利用したガ
ス空調を郊外で積極的に採用する企業もあらわれた（C 社）。90年代後半にな
ると，CO2排出が問題となり，重油方式が姿を消すこととなる。
2000年代～東日本大震災前
　この年代は，電力自由化の波が空調にも影響し始めた。技術革新も進み，氷
蓄熱方式により深夜電気を使うことが可能になり，電力空調の割合が増加し
た。重油方式が姿を消していたため，電気式とガス式が市場シェアを２分する
こととなる。例えば，E社は2000年代初めにはガス式が優勢であったが，後半
には電気式とガス式の割合がほぼ同程度になっていた。
東日本大震災～現在
　東日本大震災にともなう原発問題が発生した2011年を境にして，空調に対す
図表５　空調方式別－評価マトリクス
方式
エネル
ギー源
イニシャル・
コスト
燃費
コスト
ピーク
電力
メンテ
ナンス
立地条件
今後の
展望
ガス
プロパン △ △ ○ － △ △
天然ガス △ ○ ○ △ △ ○
電気 電気 ○ △ × ○ ○ △
（評価：○…優れている　△…普通　×…劣る）
出典：面談録をもとに筆者作成
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る考え方が大きく変化した。各社（校）とも，電力危機を機にエネルギー源の
バランスを重視し，再びガス空調の割合を増加させている。例えば，B社は「将
来を考えて原発に電力を依存する社会はあり得ないと判断し，『企業としてど
うするか』という社会的責任の視点でGHP（ガス空調）へ転換することとした」
と述べている。
　企業がガス空調に注目するのは，節電意識の高まりだけが理由ではない。E
社が「これまでの認識は，（空調設備は）単なるコスト削減のためのツールに
過ぎなかった。ところが，震災以降はエネルギーセキュリティの方向に考え方
が変わってきている」と述べているとおり，BCP，すなわち事業継続計画の視
点で空調設備を捉え直す動きが広まりつつある。A大学は，震災時に学生や
職員が建物にとどまることを前提として，有事でも安定供給が可能かどうか，
という視点で空調システムの選択を行っている。ガス・エンジンの余力で発電
機を動かし，自家発電も可能なタイプのガス空調も出てきており，防災意識の
高まりとともにガス空調に注目が向けられている。
４．購買意思決定にかかわる組織的要因
　上述したとおり，ガス空調は電気空調と比較して初期投資がかさむが，ラン
ニングコストにおいては優れている。費用の回収さえ終われば，その後もたら
されるコスト・メリットは大きい。ガス会社の試算によると，標準的な建物に
ガス冷暖房（空調容量210馬力）を導入した場合，同規模の電気空調を導入し
た場合と比較して，年間約220万円のランニングコストが削減できる。つまり，
３～５年程度で初期投資が回収できる計算である⑿。長期的な視点に立って，
合理的な判断がなされればガス空調が選択されるのが自然である。にもかかわ
らず，都市ガス・インフラが整備された地域で，ガス空調が設置可能な状況に
おいても電気空調が選択される理由は，企業がおこなう購買意思決定にかかわ
る条件によるところが大きいことが，インタビュー調査によって明らかとなっ
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た。以下で述べるように，組織購買に特有の要因が３つ特定された。
　最初に，組織購買による意思決定の複雑性が影響を及している点について述
べる。B社では，ランニングコストは総務部が管理しているが，初期投資など
は建設部門など別の部門が管理しているため，CSR 推進部門がいくらガス空
調の良さを認識していても，ガス空調導入のための社内説得というハードルを
こえなくてはならない。また，現場の人間も長期的にはメリットがあると分
かっていても，建設プロジェクトを推進させることを優先し，企画書が承認さ
れやすい選択肢（すなわち，初期投資が低い電気空調）を選ぶことがあるとい
う。この点についてB社は「店舗は10年前後存続するため，合理的に考えれば，
３～５年で初期投資が回収できる GHP（ガス空調）を選択すべきである。と
ころが，店舗開発部門での企画立案とその先の役員承認では，空調だけを見る
のではなく店舗全体を見て判断がなされる。その際，単年度会計では初期コス
トが最重視されるのは事実である」。またA大学は，単独の部門が決めるので
はなく，総務部と企画部が連携して，利用データ履歴などを次回の設計に活か
している。
　次に，会社の経営方針が空調機器の購買決定に影響を及ぼすことが示され
た。空調方式の決定は，企業が利用する電気とガスの比率，すなわち「企業の
エネルギー方針」を決めることでもある。E社は，かつては特別高圧受電を回
避するための手段としてガス空調を採用した経緯があった。ところが，震災を
機に事業の継続計画に対する重要度が高まり，エネルギーセキュリティの視点
で空調を捉える方向に大きく変化してきている。災害時でも店舗営業を継続さ
せるために，コージェネレーションを含む他のシステムと組み合わせたガス空
調に注目が高まっている。B 社では，「顧客のアメニティを悪くしてまで省エ
ネを進めるべきではない」という原則があり，顧客の快適性を第一に考えて，
快適性が犠牲にならない範囲で節電をおこなっている。またA大学では，震
災以降，緊急時の安定供給が重要視される傾向にある。その一方で，大学とい
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う性質上，特定の企業や業界に取引量が偏らないようにバランスを考えて，空
調の方式を選択する配慮がなされている。
　最後に，自社以外の企業が空調方式の決定に影響を及ぼすことも示された。
例えば，A大学は，企業規模や知名度，市場実績などの最低限の基準から候
補となる企業を選択し，設計事務所と連携して最適な空調システムを選定して
いる。B社は，基本的には自社内で選択するが，店舗によっては間借りしてい
ることもあり，オーナーの意向が反映されることもある。C社は，より複雑で，
「設計会社から空調方式についてアドバイスを受けることがある。ただし，多
くの場合，設計段階で決定には至らない。また，ガス会社は空調機器の納入時
に関わるが，コストの話はできない。現場でコントロールをしているのは，ゼ
ネコンであり，全体的なコストを見て判断している。場合によっては，建設会
社を決める段階で，空調方式が変更される場合もある」。以上により，店舗や
施設の建設プロジェクトには，様々なプレーヤーが関わっており，空調方式選
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図表６　ガス空調におけるネットワーク型取引
出典：筆者作成
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択の意思決定に複雑に係わり合いをもっていることが示された。以上の関係は
図表６のようにまとめることができる。ガス会社と顧客企業の２社間のリレー
ションシップが，ネットワークの中の一部として位置づけられていることをあ
らわしている。
５．導出された４つの命題
　第２章では，オフィスや商業施設で消費される電力の半分近くが空調である
ことを踏まえて，震災後に明らかとなったエネルギー問題を解決するひとつの
可能性としてガス空調に着目した。続いて，ガス空調を用いることで得られる
社会的価値を，電力のピークカット効果，CO2排出量削減効果，災害時の事業
継続効果，温室効果ガス削減として整理した。さらに，ガス空調を普及させる
ことで社会が享受する恩恵を，大型火力発電所12基分の効果として数値であら
わし，社会に大きく貢献できることを示した。つまり，ガス空調のさらなる普
及は社会的に見て少なからず意義があるということを結論づけた。第３章で
は，インタビュー調査によって得られた結果から，顧客が得る価値を「空調の
選択基準」「電気／ガス空調の長所と短所」「空調方式の年代的変遷と購買方針
の変化」という三つの視点でまとめた。さらに，第４章では，同じくインタ
ビュー調査によって明らかとなった購買意思決定にかかわる組織的要因を，３
つの視点で整理することを試みた。第２章を念頭に置き，第３章と４章にもと
づき，我々は以下に示す４つの重要な命題を導いた。
　第一にガス空調の品質やパフォーマンスについて重要な知見が得られた。製
品やサービスの品質が顧客価値や購買意図に及ぼす影響は，調達プロセスやオ
ペレーションなど，他のベネフィットと比べて影響は大きくないが（Homburg 
and Rudolph 2001; Ulaga and Eggert 2005, 2006b），Homburg and Rudolph
（2001）が指摘するとおり，良い品質は，サプライヤー候補になるための，あ
るいは市場に参加するための資格という点で重要である。ガス空調の品質は以
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前と比べて格段に改善されており，機能上の問題は感じていないと考える顧客
がほとんどであった。ところが，ガス空調の短所を述べてもらうと，品質に関
する悪いイメージを指摘する顧客もいた。品質が改善される前の製品を使い続
けているためと思われる。旧式モデルで経験した品質トラブルが先入観となっ
て悪い印象につながっている可能性が大きい。そこで次の命題を得た。
命題１：ある製品カテゴリーにおいて旧式モデルと改良モデルが並存して
いる場合には，当該製品カテゴリーに対する顧客の知覚品質は，改良モ
デルではなく旧式モデルからの影響をより強く受ける。
　続いて，企業の経営方針や購買方針が空調の選択に大きく影響を及ぼすこと
が示された。時代の変遷とともに，企業が選択する空調方式に一定の傾向が見
られた。特に，今回調査に協力頂いた企業，大学のすべてが，東日本大震災を
機に大きな方針転換をおこなっている。企業はより自らの社会的責任に目を向
けており，ガス空調がもたらす社会的価値に大きな関心を寄せていることが示
された。具体的には，電力危機に対処するため，電力のピークカットに協力す
る姿勢はもちろんのこと，将来の災害に備えて，事業継続計画（BCP）に重点
を置くといった方針転換が見受けられた。
　過去の研究から，B-to-B の文脈においても売り手企業の社会的責任の取り組
みが，売り手企業に対する評判や信頼を増大させ，買い手企業のロイヤルティ
に好ましい影響を与えることが示されている（Homburg and Bornemann 
2013）。一般的にB-to-B の購買は，購買中枢における共同意思決定のもと，理
性的な行動をとるとされている（高嶋・南 2006）。今回のインタビューによっ
て，外部環境の変化がトップマネジメントの心理面に影響を及ぼし，企業の購
買方針を変更させる結果をもたらすことが示された。以上により，次の命題を
示すことができる。
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命題２：組織を取り囲む環境の変化は現場の担当者よりもトップマネジメ
ントの意識をいち早く変化させ，経営方針や購買方針の変更を通じて，
設備品の購買決定に影響を及ぼす。
　長期的視点に立って経済合理的な判断がなされるならば，多くの場合ガス空
調が選択されるのが自然である。ところが，現実の市場においては，電気空調
が多く選択されていることが示された。Woodruff（1997）によると，製品の
購入を検討する段階で希望する価値について考える時は，製品属性やパフォー
マンスに注意が払われ，短期的な価値が購買決定に影響を及ぼす。また，製品
を使用中，あるいは製品を使用した後で製品から得られる価値について考える
時は，製品属性やパフォーマンスの変化に注意が払われ，長期的な価値が購買
決定に影響を及ぼす。
　今回ヒヤリングを実施することにより，Woodruff（1997）の理論では説明
がつかない現象が観測された。そして我々は以下のような購買メカニズムの一
端を明らかにした。それは，購買プロセスに複数の部署が関わっており，それ
ぞれの部署は個々の指標で長期的なメリットがあることを認識しつつも，プロ
ジェクトを推進させるために短期的なメリットを優先させ，社内説得を断念す
ることが見受けられた。すなわち，図表７-（2）に示されるように，長期的価値
と短期的価値が複数存在し，価値の比較が複雑な状況では，購買担当者は短期
的価値（例えば，社内承認が早く得られるというメリット）に目を向けること
がわかった。以上により，次の命題を得た。
命題３：ある部門が購買意思決定を行う際，長期的価値と短期的価値の次
元が相対的に少なくシンプルである場合には長期的な価値がより優先さ
れ，次元が相対的に多く複雑な場合には短期的な価値がより優先される。
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図表７　長期的価値と短期的価値の比較
出典：筆者作成
　店舗や事務所の建設には，ガス会社と顧客企業の関係だけではなく，設計会
社やゼネコン，サブコン，施工業者，空調機器メーカーなど複数のプレーヤー
が関わっていることが示された。つまり，空調方式選択に関わる購買意思決定
のメカニズム理解は，２社間の相互型取引で完結するのではなく，それを取り
巻くプレーヤーを巻き込んだネットワークとして捉えなくてはならないことを
意味している（Anderson, Håkansson, and Johanson 1994; Blankenburg Holm, 
Eriksson, and Johanson 1999）。また，ネットワーク型取引におけるネットワー
クの結びつきは強い場合もあれば，弱い場合もあり，取引によって一様ではな
い。自社内に明確な選択基準を持ち，空調方式を自主的に決めたいと考える企
業もあれば，ネットワーク内のプレーヤーにできる限りアドバイスを求める企
業もある。例えば，C 社は，「設計会社から空調方式についてアドバイスを受
けることがある。（中略）現場でコントロールをしているのは，ゼネコンであ
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り，全体的なコストを見て判断している。（中略）省エネプログラムが充実し
ている点は満足している。（中略）メンテナンスが今よりも充実すれば，なお
良いものとなる。」とコメントしている。こうした発言から顧客価値はネット
ワークの結びつきの強さに左右されることがわかった。以上により，次の命題
を導いた。
命題４：ビジネス・ネットワーク型取引が繰り返されるような組織では，
ネットワークの結びつきが強い取引の方が製品導入後に得られる価値は
大きくなる。
６．まとめと課題
　本研究では，インタビュー調査を通じて顧客の声を直接抽出し，ネットワー
ク型取引がおこなわれるガス空調にかかわる購買行動について定性的な分析を
おこなった。とりわけ，東日本大震災を契機に顧客の購買方針は社会的責任を
重視する方向に大きくシフトしており，エネルギーに対する意識の変化をとら
えることができた。我々はそうした中，ガス空調というエネルギーを消費する
大型システムに注目し，ネットワーク型取引の長期的価値と短期的価値のト
レードオフに関する考察を試みた。そして，設備品の購買行動に関する４つの
命題を導くことができた。
　しかしながら，これら４つの命題は限られた対象に対するインタビュー調査
結果に基づいたものである。もちろん，ネットワーク型取引が発生するビジネ
スはガス空調だけではなく，ジェットエンジンや物流システム，エレベーター
など多くの生産財に見ることができる。さらに，Woodruff（1997）の研究が
示しているように，購入時点から長期にわたって利用消費されるような製品の
場合，顧客が製品に対して希望する属性はもちろん，製品の利用経験も考慮に
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入れて価値をとらえる必要がある。命題をより精緻化して明確な仮説を導出
し，一般化をおこなうためには，統計的な分析を用いたマスサーベイによる検
証のステップを踏まなくてはならない。
　我々は時間軸で価値を長期的価値と短期的価値に識別し考察を試みてきた。
価値をより正確に把握するためには，異なる軸を取り入れた考察が求められ
る。ネットワーク型取引と価値との関係を解明するためには，多くの定性的課
題ともに定量的課題が残されている。
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